
本人確認情報の提供及び利用の状況に関する公表 

 

 

 住民基本台帳法に基づく本人確認情報の提供及び利用に関する条例（平成２０年岡山県条例

第４３号）第６条の規定により、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間における

本人確認情報の提供及び利用の状況について、次のとおり公表します。 

 

 

【提供状況】 

提供先 事務の内容 提供件数（件） 

岡山県 

教育委員会 

勉学への意欲がありながら、経済的理由により学校教

育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく高等学校及び

高等専門学校での修学が困難な者に対する修学に必要

な資金の貸与に係る債権の管理に関する事務  

１ 

学校教育法に基づく高等学校若しくは高等専門学校

若しくは大学（短期大学を含む。）に経済的な理由によ

り進学後修学が困難な者に対する修学に必要な資金又

は入学時における通学用品等の購入に必要な資金であ

って規則で定めるものの貸与に係る債権の管理に関す

る事務  

１７４ 

岡山県 

公安委員会 

道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）に基づく同

法第５１条の４第４項の規定による放置違反金の納付

命令、同条第６項の規定による弁明の機会の付与、同条

第１３項の規定による督促又は同条第１４項の規定に

よる放置違反金等の徴収に関する事務  

２２６ 

 

 

【利用状況】 

事務の内容 利用件数（件） 

岡山県吏員恩給条例（昭和２５年岡山県条例第４５号）による年金で

ある給付の支給に関する事務  
１８８ 

特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号）に基づく同法第

７条第１項、第１４条第１項若しくは第２項、第２２条第１項、第３８

条第１項から第４項まで、第４６条第１項、第５６条第１項若しくは第

２項若しくは第５８条の１２第１項の規定による指示、同法第８条第１

項、第１５条第１項若しくは第３項、第２３条第１項、第３９条第１項

から第３項まで若しくは第５項、第４７条第１項、第５７条第１項若し

くは第３項、第５８条の１３第１項若しくは第６６条第４項（同条第６

項において準用する場合を含む。）の規定による命令、同法第６０条第２

項に規定する調査又は同法第６６条第１項若しくは第２項（これらの規

定を同条第６項において準用する場合を含む。）の規定による報告等の命

０ 



令若しくは立入検査に関する事務  

岡山県長期投資準備基金条例等を廃止する等の条例(平成２１年岡山

県条例第６６号)第１条第５号の規定による廃止前の岡山県生業・修学資

金貸付基金条例(昭和３９年岡山県条例第３７号)第１条の低所得者生業

資金及び低所得者修学資金の貸付けに係る債権の管理に関する事務 

２ 

就業に役立つ知識及び技能の習得又は公的資格取得のための資金であ

って規則で定めるものの貸付けに係る債権の管理に関する事務  
６ 

岡山県看護学生奨学資金貸与規則(昭和４１年岡山県規則第２３号)に

基づく看護学生奨学資金の貸与に係る債権の管理に関する事務  
１３ 

児童扶養手当法(昭和３６年法律第２３８号)に基づく児童扶養手当の

返還に係る債権の管理に関する事務  
０ 

母子及び父子並びに寡婦福祉法(昭和３９年法律第１２９号)に基づく

資金の貸付けに係る債権の管理に関する事務  
１１０ 

岡山県心身障害者扶養共済制度条例（昭和４５年岡山県条例第２１号）

に基づく同条例第２１条第１項から第４項までの規定による届出又は同

条第５項の調査に関する事務  

３７，８１４ 

採石法(昭和２５年法律第２９１号)に基づく同法第３２条の登録又は

同法第３２条の７第１項の規定による変更の届出に関する事務  
３ 

砂利採取法(昭和４３年法律第７４号)に基づく同法第３条の登録又は

同法第９条第１項の規定による変更の届出に関する事務  
０ 

岡山県屋外広告物条例（昭和４１年岡山県条例第２９号）に基づく同

条例第２１条の２第１項若しくは第３項の登録又は同条例第２１条の６

第１項の規定による変更の届出に関する事務  

１６ 

岡山県営住宅条例(平成９年岡山県条例第３９号)に基づく同条例第１

５条第１項の家賃又は同条例第６１条第１項の駐車場の使用料の徴収に

関する事務  

０ 

 

 

（参考) 

※ 住民基本台帳ネットワークシステムは、住民の本人確認情報を提供及び利用することによ

り、住民が各種申請をする際に住民票の写しの添付を省略できるなど、住民サービスの向上

や行政の効率化に役立てるために運用されています。 

※ 住民基本台帳法に定められた国の行政機関等や地方公共団体の事務の処理に関し、この本

人確認情報の提供が行われています。 

※ また、都道府県知事、市町村長及びその他の執行機関は、それぞれ、都道府県の条例に定

める事務の処理に関し、本人確認情報を提供及び利用することができます。岡山県では、「住

民基本台帳法に基づく本人確認情報の提供及び利用に関する条例」で、本人確認情報を提供

及び利用できる事務を定めています。 


